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現代世界経済の動向と中国経済の位置
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は　じ　め　に

現代世界経済の諸特徴

現代世界経済における中国経済の位置

中国経済と国際経済関係の諸問題

１．

はじめに

　１９５０年代の西ドイツ ，１９６０年代の日本，１９７０年代の韓国は，年率１０％前後の急速な経済発展を

経験し，いずれも奇跡的ともいわれてきた。これらの諸国に匹敵する経済成長を期待されている

のが中国である。中国は，２１世紀の早い時期に世界最大の経済大国になるであるとか，あるいは

世界最大の貿易国になるとかいわれている。１９９５年の中国共産党第１４期中央委員会第５回全体会

議（五中全会）に提起された第９次５カ年計画は，経済成長率を年率８％に抑えるとしているが，

それでもＧＤＰは２０１０年には２０００年の約２倍程度に達すると明記している。この計画は西ドイツ ，

日本，韓国の高度経済成長率にまでは達しないが，年率８％の経済成長を維持するというもので

あり ，どの国も経験したことのないほどの持続的経済成長を目標としているのである。こうした

中国の急速な経済成長政策への転換は，１９７９年のいわゆる開放経済への移行以降のことである 。

開放政策後の中国は貿易の拡大，外国資本投資なとにより国際的経済関係が緊密化する傾向をも

ってきている。現在の貿易の拡大スピードが今後も持続するならば，中国の貿易規模は２０１０年頃

には世界最大の貿易国になる可能性をもっ ている。その意味では中国は西ドイツ，日本，韓国に

続いて奇跡の経済成長を達成する可能性を持つ国として位置づけることもできる。しかしこの可

能性は，現在の経済成長が持続可能ならばという限定的な意味で用いているのであ って，現実の

中国経済の状況は経済成長を決して容易に達成できるものではない。さらに急速な経済成長は ，

単に中国経済のみで達成できるのではなく ，世界経済の動向との関連において可能となるもので

ある。すなわちその可能性は中国の経済発展にみあ って世界経済も成長を期待できるならばとい

うことである 。

　世界経済は１９７０年代の後半からいわゆる構造変化の段階に入ってきている 。とりわけ１９８０年代

後半の旧ソ連 ・東欧諸国の共産党政権の崩壊は，ごく一部の国を除いて国民経済体制は資本主義

的生産方法の採用が，今日の各国の経済体制において最も適合的なものであるということを示し

たのである。経済体制において適合的になっ たということは，将来的にも資本王義体制が永続す
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るものであるということを意味するのではなく ，現在の世界経済体制，国民経済の経済状況など

から，資本王義的生産方法の採用が不可避的に選択されたものとなっ たということである。した

がっ て資本主義的生産方法の採用は，少なくとも国民経済の経済的発展とりわけ世界経済体制と

の関連での発展を目指すためには，今日の世界では必要不可欠なこととして生じているのである 。

こうした世界経済の構造 ・体制変化のなかで，今日の中国経済はどのように位置づけることがで

きるのか，資本主義的生産体制への移行の状況を中国の外国貿易 ・外資導入状況から明らかにす

ることが本稿の目的である 。

２． 現代世界経済の諸特徴

　現代世界経済は ，１９７４－５年世界恐慌を契機として新たな構造が形成されてきた。世界経済の

いわゆる構造変化として現象したのであるが，それは恐慌によっ て初めて生じた現象ではなく ，

第二次世界大戦後の世界経済の諸運動のなかで醸成されていっ たものであり ，石油シ ョソ クある

いはニクソンシ ョッ クなどを通じて発現したものである。世界経済の構造変化は，アメリカの世

界市場支配の再建をはかろうとする側面をあらわしているのであり ，同時にＥＣおよび日本のア

メリカヘの挑戦あるいは平準化傾向という意味をあらわしているし，また発展途上国問題の複雑

化・ 多様化としても現れている。こうした世界経済の構造変化の過程は，例えばドル体制の維持

のために発展途上国あるいは旧ソ連 ・東欧諸国への融資なとがあり ，また１９７１年のニクソン大統

領の中国訪問すなわちアメリカの新たな市場拡大政策なども講じられたのである。いわば世界経

済構造の変化は，アメリカ ，ＥＣ，日本による世界市場の新たな編成替えを促すものであり ，そ

の限りにおいて発展途上国，旧ソ連，中国なとの諸国の政治 ・経済体制の変化も要講されたとい

うことになる。１９７９年の中国の開放体制への移行もこうした世界経済構造の変化のなかで生じた

現象であり ，資本主義世界体制に参加する条件を整えていく過程であると位置づけることができ

よう 。アメリカを中心とした世界経済構造の変化は，中国市場の開放を求めていく側面と ，中国

もまた生産力発展を高めていくためには，資本主義世界市場に積極的に参加していかなければな

らないという側面がこの時期に生じたということである 。

　第二次世界大戦後とりわけ１９７４－５年恐１荒以降の世界経済は，その構造変化は著しいものがあ

る。 もちろん恐慌を契機として世界経済の構造は，瞬時に変わったというものではない。世界経

済の構造変化は，第１に，アメリカの世界市場支配が崩れてきたということである。第２に，ア

メリカの世界市場における相対的地位の低下と関連して西ヨーロッパ，日本の生産力発展 ・国民

経済の規模拡大がある。第３に，国際通貨 ・金融は恒常的に動揺し，安定的な国際通貨体制の構

築が困難になっ ていることである。第４に，発展途上国問題の複雑化 ・多様化が進んでいること

である。第５に，旧ソ連 ・東欧諸国の共産党政権などによる指令的 ・独裁的 ・利権的 ・官僚的体

制が崩れ，新たに資本主義的生産方法の確立が迫られているということである。第６に，多国籍

企業に代表されるように資本の国際的展開が拡大しつつあるということである。第７に，国民経

済間の経済統合，資本間の国際的統合などの進展があるということである。これらの諸特徴は

１９７４－５年世界恐慌以降に急速に進展したのであ った。世界恐慌がこうした状況を形成してきた
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のか，あるいは世界恐慌は単なる契機にすぎず，構造変化の要因は他の問題に求めなければなら

ないのか，この点に関しては別の機会に検討することにするが，いずれにせよ世界経済の構造変

化は進展していることには相違ない。もちろん世界恐慌を契機としているといっ ても ，この構造

変化は，第二次世界大戦後の世界経済の運動あるいは各国民経済の運動によっ て準備されていっ

たのであ って，いわば世界経済 ・国民経済の運動が今日の世界経済の構造変化をもたらしたので

ある。したがって世界恐慌によっ てその世界経済 ・国民経済の運動の諸困難が一定の解決を得た

のであり ，それが新たな世界経済の構造を形成することとなっ たということである 。

　世界経済の構造変化は，各国民経済あるいは国際的経済諸関係にどのような影響を及ぼしてい

るかということになれば，それは先に掲げた世界経済の構造変化の主要な７つの特徴との関係に

おいてであろうし，こうした特徴は各国民経済，国際的経済諸関係によっ てあらわれ方は異なっ

ているであろう 。むしろ各国民経済，国際的経済諸関係は世界経済の構造変化に伴ってその運動

も変化してきているし，また各国民経済，国際的経済諸関係の運動が世界経済の構造変化を促し

ているという両側面をもっ ていることを分析の視角にすえなければならない。例えばＥＣに代表

されるような地域経済統合の進展は，資本主義は国民経済を足場にして国民経済を否定すること

はできないという経済原理に反する運動である。それは１９９２年末の経済統合およぴ１９９９年の通貨

統合によっ て，一面では国民経済を否定する側面を強くし，ｒ大欧州国家」の生誕のようにもみ

える。しかしＥＣの実体は，経済統合を促進する勢力 ・国家 ・国民と消極的な勢力 ・国家 ・国民

が存在している。先年のデンマークの国民投票あるいはノルウェーの国民投票にあらわれたよう

に， 各国民の反応は様々である。それでもＥＣの経済統合は確実に進展しているということは ，

国民経済の意識構造とは異なっ た別の要因が働いているということを示している。その要因は

なにかといえば，ドイッ，イギリス，フランスなどの巨大資本による大ヨーロッパ市場の形成と

市場分割であろう 。いわばヨーロッパを基礎とした多国籍企業的展開がＥＣの設立を促している

のであり ，その側面からみれは国民経済的性格と脱国民経済的性格の両面を示すことになるので

ある。このＥＣの運動の中にも世界経済の構造変化と国民経済 ・国際的経済諸関係との関係の変

化があらわれている 。

　こうした世界経済の構造変化は ，１９７４－５年恐慌以降急速に進展したのである。したがって世

界恐慌以降は世界経済の新しい段階とみることができるのではないだろうか。資本主義の性格あ

るいは本質は，世界経済の発展段階がどのようであろうとも貫いており ，構造変化などという表

現では資本主義の分析はできないし，その内容にもあいまいさが残るという批判はあるだろう 。

しかし世界経済の段階規定あるいは歴史的規定をおこないその特徴を明らかにすることは，世界

経済論の展開にとっ て重要な課題であると考える。世界経済論の課題は，単に世界経済の特徴分

析にとどまらず，世界経済をつくり出す要因，世界経済の運動によって新たにつくり出される特

徴を明らかにすることにある 。

　発展途上国の一部の国 ・地域は，先進国の介入の中で急速な経済的発展を達成することを可能

にしたのである。それがアジアＮＩＥｓでありＡＳＥＡＮであ った。しかし発展途上国の一部の

国・ 地域の発展は，先進国によるかつてのような支配 ・被支配という関係とは異なっ た側面も生

じてきている。一つには先進国にとっ て発展途上国は，国際分業の担い手であり ，市場の拡大を

可能にすることであり ，同時に過剰資本，過剰設備などを処理することが可能になっ たことであ
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る。 二つには発展途上国の生産力発展は，先進国の商品あるいは企業と競合する状況が生まれた

ことである。三つには発展途上国の生産力発展の結果，世界経済秩序を先進国主導で運営できな

い状況も生まれたことである。さらに発展途上国の内部においても，非民王王義的な側面を改善

しなければならない状況が生まれたことである。生産力の発展は，絶対的な貧困状況から抜けだ

し，一部の富裕層，知識層あるいはいわゆる中間層を生み出す。こうした勢力の一部は，国内の

反民王主義的な状況を改善することを提起していく側面をもっ ている。資本王義的生産力発展に

とっ ては反民王王義的な状況は生産力発展の障害ともなるからである 。

　したがって今日の発展途上国の問題は，１９６０年代の世界経済の特徴の一つとしての「南北問

題」としてひとくくりにするのではなく ，発展途上国の経済発展の分化の状況とさらに経済発展

のそれぞれの特徴を分析し，発展途上国の経済発展の道を明らかにしていくことが必要がある 。

その場合経済発展の方向性を，従来の帝国王義的分析視点で捉えるという方法論のみに固執する

のではなく ，世界経済の特徴，国際通貨体制，多国籍企業の動向，地域統合の進展，発展途上国

の置かれた歴史的地位，発展途上国の経済状況あるいは政治体制なと多様な視占から明らかにし

ていくことが必要になっ てきている 。

　現代世界経済において多国籍企業の活動は，世界経済を構築する主体となりつつある。多国籍

企業の世界大での活動は，いまや現代世界経済を形成する最も重要な主体として位置づける必要

がある。１９６０年代にアメリカの企業が世界市場での海外生産を拡大して以来，多国籍企業的展開

はヨーロッパ，日本あるいは韓国，香港などの企業までも拡大しており ，世界経済の新たな構造

を形成する主体となりつつある。多国籍企業はかつてのようなアメリカ企業による世界市場の占

有からヨーロッ パ， 日本，アジアＮＩＥｓなどの巨大企業の世界市場への新しい進出形態としても

位置づけられてきている。この多国籍企業は世界経済再編の担い手となりつつあるのである 。さ

らに多国籍企業の活動は，先進国市場から発展途上国そして東欧 ・中国なとにも及ほうとしてい

る。

　多国籍企業は現代世界経済の特徴の一つであるとともに，現代世界経済を形成する主体ともな

っている。発展途上国問題の多様化 ・複雑化をもたらしている重要な担い手となっ ているのも多

国籍企業であり ，中国の経済改革 ・開放政策に影響を及ぼしているのも多国籍企業であり ，さら

にはＥＵ，ＮＡＦＴＡなどの経済統合の推進主体なっ ているのも多国籍企業である。また日米間の

貿易摩擦，ＥＵ ・日本間の貿易摩擦を引き起こしている主体も多国籍企業であり ，ＧＡＴＴに代わ

ってＷＴＯを発足させ新たな世界貿易制度の構築をはかろうとする王体も多国籍企業である 。

このように多国籍企業は，現代世界経済の再編を促す最も主要な行動主体であり ，多国籍企業の

分析こそ現代世界経済論の内容にふさわしいものとなっ ている 。

　こうした多国籍企業は現代世界経済においてどのような特徴を有しているかを整理すれば次の

ようになるであろう 。

　第１は，多国籍企業の生産活動の中心は，先進資本主義諸国にある。多国籍企業による先進資

本王義諸国での生産は，単純な利潤率の差異に基づいて行われているのではないということを示

している。それは利潤量の相違，市場の獲得 ・独占，技術の支配 ・独占，エネルギーコスト ，租

税， 労賃の相違などの諸要因が複合的に作用しているものと考えることができよう 。第２は，ア

メリカの国際収支赤字およびそれに付随しての巨額にのぼるドル過剰の存在である。アメリカの
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国際収支赤字は各国に膨大なドル累積 ・過剰をもたらしている。こうした過剰ドルの存在が多国

籍企業の資本の源泉となっ ていることである。資本過剰は，個別企業の側面だけでなく ，世界経

済あるいは国民経済レベルでも生じており ，それを多国籍企業が活用できる仕組みが形成されて

いることである。その仕組みは国際金融市場の形成であり ，国際的金融紐帯が形成されているこ

とである。第３は，今日の資本主義世界経済は，その市場規模は巨大であり ，同時に市場の制限

が緩和されてきていることである。市場規模の拡大は，外国貿易を通じて，資本移動を通じて ，

あるいは技術移転，政府援助などを通じて形成されたものである。巨大な市場の存在は多国籍企

業をして他国に進出する条件がつくりだされるということになる。第４は，多国籍企業的展開は

先進資本主義諸国の資本だけでなく一部の発展途上国の資本も行うようになっ てきている 。とり

わけアジアＮＩＥｓの企業は，発展途上国だけでなく先進資本主義諸国の市場にまで進出している

状況がある。第５は，多国籍企業の進出は，先進資本王義諸国のみならず一部の発展途上国にま

で進展している。多国籍企業の進出した発展途上国では生産力発展が著しい地域 ・国も存在し ，

多国籍企業の部品供給基地としてだけでなく ，新たな生産拠点を開拓する基地としても利用され

るようになっ ている。そして多国籍企業の進出した地域 ・国の一部では，かつて「南北問題」の

論理 ・運動のなかにみられたような先進国と発展途上国の対立という状況から，両者の協調関係

に政策を転換せざるをえない状況を生むようになっ たことである。第６は，多国籍企業の海外生

産の拡大は，国民経済を超えての活動であるがために，国民経済的な利益と対立する状況が数多

く出現するようになっ たことである。多国籍企業的な海外進出は，国民経済領域での「空洞化」

現象を生むことにもなる。他方では進出した国では，生産力の増大，雇用の増大などの利益と共

に国内の同一産業での生産縮小なども生じるであろう 。このように多国籍企業の生産活動は，本

国およぴ進出した国民経済に与える影響は大きいし，また国民経済の再編も促すことにつながる 。

第７は，多国籍企業の運動は，世界的規模での国民経済の同質化と差別化を促進することになる 。

多国籍企業の海外進出は，国民経済を選別する。その結果進出した地域 ・国での生産力は増大す

る可能性をもつが，進出しない地域 ・国では生産力発展が遅々として進まないという状況を形成

する。さらに進出した地域 ・国に対しても本国との同質化を促していくことになる。いわば多国

籍企業が新しい国際的経済関係を形成していく主体になっ ているということである。第８は，多

国籍企業は多国籍企業問での協定 ・共同化を推進する傾向にあり ，したがって多国籍企業問での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
競争関係は激烈になりながら同時に競争を排除していくという傾向があるということになる 。

　多国籍企業は以上のような特徴をもつがゆえに現代国際経済 ・世界経済における特有な現象と

して捉え，さらにその多国籍企業は国際経済 ・世界経済を形成し，再編していく重要な契機にな

っているということを捉える必要がある。多国籍企業の発展は，国民経済の再編，外国貿易 ・国

際分業構造の転換，資本移動の拡大，外国為替相場の変動，国際的技術移転の拡大あるいは労働

力の国際的移動を促したり ，援助の増大などにもつながっている。ＥＵなどの経済統合は，多国

籍企業の進出を補完するものと位置づけることも必要である。多国籍企業は，先進資本主義諸国

の経済構造あるいは国際的経済関係を再編するだけでなく ，アジアＮＩＥｓの経済発展の基軸であ

ったり ，ＡＳＥＡＮの発展を促す王体となっ たりしている。さらに旧ソ連 ・東欧諸国の変革を側

面で支援したり ，あるいは中国の経済発展にまで関与しようとしている。その限りでは多国籍企

業の活動を世界経済の変容とどのように重なり合わせていくか，多国籍企業の進出は，先進国関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８０）
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係にとのような変化を及ほすか，発展途上国の経済発展の分化をとのように促進していくか，あ

るいは中国の経済発展にどのように寄与するのかなどを考察することが必要になっ てきている 。

中国の経済発展との関連では，多国籍企業は中国の経済改革 ・開放問題，あるいは雇用 ・労働問

題などにどのような影響をもたらしているのかを検証していかなければならない 。

　多国籍企業は今日の世界経済を形成する主体であり ，同時に各国の経済政策，国民経済形成に

関与する主体となっ ている。今後の世界経済の構造変化の主体は，多国籍企業にあり ，世界経済

に占める位置はより一層強まっ ていく傾向にある。その意味では現代世界経済論を構成する基軸

は多国籍企業論の展開にあるともいえるし，さらに極論すれば多国籍企業論の展開は現代世界経

済論そのものでもあるといえる。したがって中国経済の今後の方向は，中国政府　企業の経済計

画・ 活動の状況のみならず多国籍企業との関連で捉えていく必要性がある 。

　　１）現代世界経済の分析視角および特徴については，拙稿「転換期の現代世界経済分析」高木彰 ・岩田

　　　勝雄編『２１世紀経済学のパラダイム』法律文化社，１９９５年所収，を参照されたい 。

３． 現代世界経済における中国経済の位置

　世界経済における中国貿易の推移を示したのが第１表である。中国の貿易は，１９４９年の革命以

降１９７０年代初期まではほとんど大きな比重を占めていなかった。アメリカは１９７１年ニクソン大統

領が中国を訪問して以来中国に対する市場の拡大政策を追求していくこととなっ た。 アメリカは

ＩＭＦ体制の弱体化すなわちアメリカ ・ドルの国際通貨としての地位が後退し，さらに世界市場

支配を維持することまで困難になっ てきたことが，中国市場の開放を迫ることになっ たのである 。

同時に中国においても「文化大革命」に象徴されるような政治的 ・経済的 ・社会的混乱が一応の

終結を迎え，経済的な発展を目指さなければならなくなっ たことと時期的に照応している。この

中国の資本王義世界市場への参加は，後の開放政策への転換となっ て表れる 。１９７０年の貿易は ，

輸出２２６億ドル，輸入２３３億トル，合計４５９億トルの規模にすきなかったのが，１９７２年になると

輸出３４ ．４億ドル，輸入２８ ．６億ドル，合計６３億ドルになり ，さらに１９７３年は輸出５８ ．２億ドル，輸入

５１ ．６億ドル，合計１０９ ．８億ドル，１９７５年は輸出７２ ．６億ドル，輸入７４ ．９億ドル，合計１４７ ．５億ドルの

第１表　世界貿易における中国の貿易額の推移と比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位）億ドル ・比率％

世　　　　界 中　　　　国

総　額 輸　出 輸　入 総　額 輸　出 輸　入 輸出比率

１９８７ ５０ ，４１９ ２４ ，８５１ ２５ ，５６８ ８２６ ３９４ ４３２ １． ６

１９８８ ５７ ，２２８ ２８ ，１４０ ２９ ，０８８ １， ０２８ ４７５ ５５３ １． ７

１９８９ ６１ ，９１８ ３０ ，３７３ ３１ ，５４４ １， １１７ ５２５ ５９１ １． ７

１９９０ ６９ ，９５０ ３４ ，３２３ ３５ ，６２７ １， １５４ ６２１ ５３３ １． ８

１９９１ ６９ ，２２１ ３４ ，０７９ ３５ ，１４２ １， ３５６ ７１８ ６３８ ２． １

１９９２ ７５ ，７０７ ３７ ，２１３ ３８ ，４９４ １， ６５０ ８４６ ８０３ ２． ３

１９９３ ７４ ，８３０ ３６ ，８７０ ３７ ，９６０ １， ９５７ ９１７ １， ０４０ ２． ５

（出所）『中国対外経済貿易年鑑』各年次よケ）作成 。

（８８１）



１５８ 立命館経済学（第４４巻 ・第６号）

　第２表中国貿易推移 （単位）億元 ・億ドル

人民元（億元） アメリカドル（億ドル）

総　額 輸　出 輸　入 総　額 輸　出 輸　入

１９５２ ６４ ．６ ２７ ．１ ３７ ．５ １９ ．４ ８． ２ １１ ．２

１９５７ １０４ ．５ ５４ ．５ ５０ ．０ ３１ ．０ １６ ．０ １５ ．０

１９６２ ８０ ．９ ４７ ．１ ３３ ．８ ２６ ．６ １４ ．９ １１ ．７

１９６５ １１８ ．４ ６３ ．１ ５５ ．３ ４２ ．５ ２２ ．３ ２０ ．２

１９７０ １１２ ．９ ５６ ．８ ５６ ．１ ４５ ．９ ２２ ．６ ２３ ．３

１９７５ ２９０ ．４ １４３ ．０ １４７ ．４ １４７ ．５ ７２ ．６ ７４ ．９

１９７８ ３５５ ．０ １６７ ．６ １８７ ．４ ２０６ ．４ ９７ ．５ １０８ ．９

１９８０ ５７０ ．０ ２７１ ．２ ２９８ ．８ ３８１ ．４ １８１ ．２ ２００ ．２

１９８３ ８６０ ．１ ４３８ ．３ ４２１ ．８ ４３６ ．２ ２２２ ．３ ２１３ ．９

１９８４ １， ２０１ ．０ ５８０ ．５ ６２０ ．５ ５３５ ．５ ２６１ ．４ ２７４ ．１

１９８５ ２， ０６６ ．７ ８０８ ．９ １， ２５７ ．８ ６９６ ．０ ２７３ ．５ ４２２ ．５

１９８６ ２， ５８０ ．４ １， ０８２ ．１ １， ４９８ ．３ ７３８ ．５ ３０９ ．４ ４２９ ．０

１９８７ ３， ０８４ ．２ １， ４７０ ．Ｏ １， ６１４ ．２ ８２６ ．５ ３９４ ．４ ４３２ ．２

１９８８ ３， ８２１ ．８ １， ７６６ ．７ ２， ０５５ ．１ １， ０２７ ．９ ４７５ ．２ ５５２ ．８

１９８９ ４， １５５ ．９ １， ９５６ ．０ ２， １９９ ．９ １， １１６ ．８ ５２５ ．４ ５９１ ．４

１９９０ ５， ５６０ ．１ ２， ９８５ ．８ ２， ５７４ ．３ １， １５４ ．４ ６２０ ．９ ５３３ ．５

１９９１ ７， ２２５ ．８ ３， ８２７ ．１ ３， ３９８ ．７ １， ３５６ ．３ ７１８ ．４ ６３７ ．９

１９９２ ９， １１９ ．６ ４， ６７６ ．３ ４， ４４３ ．３ １， ６５５ ．３ ８４９ ．４ ８０５ ．９

１９９３ １１ ，２７１ ．０ ５， ２８５ ．３ ５， ９８５ ．７ １， ９５７ ．１ ９１７ ．６ １， ０３９ ．５

（出所）　『中国対外経済貿易年鑑』 ，中国対外経済貿易年鑑編輯委員会１９９４ ．５年版 。

規模にまで拡大する。中国は，資本王義世界市場に参加したことによっ て， わずか５年問で貿易

の規模は２倍以上にまで達したのである。中国は１９７９年に開放政策を実施する。国内では深切 ，

度門，珠海，仙頭で経済特区を設定し，外国資本，技術の導入を図るとともに，輸出加工区と輸

出目当ての生産体制を形成していく 。１９８０年の中国貿易は，輸出１８１億ドル，輸入２００億ドル，合

計３８１億ドルとなり ，１９７５年の貿易額の２．５倍以上となる急速な伸びを経験する 。１９８４年には輸出

入合計が５００億ドルの水準を突破し，さらに４年後の１９８８年には輸出入合計は１ ，０００億ドルを超え ，

１９９４年には２，０００億ドルを超える状況になっ ている 。

　１９７２年の資本主義世界市場への参加の時が輸出入合計は６３億ドルであったのが，開放政策を開

始した年次では１９７２年の約６倍，そして開放後１５年経過した今日の貿易額は，約２ ，０００億ドルと

１９７２年の約３０倍，１９８０年の約５ ．５倍となっ ており ，いかに中国の貿易の拡大規模が急速であ った

かを示している。貿易額の急速な拡大は，中国経済が世界市場の網の中に組み込まれつつあるこ

とを示すものでもある 。

　第２表は中国貿易が世界貿易に占める比率を表したものである 。中国貿易は１９８０年代に入って

から急速に拡大したのであるが，とりわけ１９８０年代後半からの伸びが著しい。１９８５年の中国貿易

は， 世界貿易における比重は，輸出入合計で約１ ．５％であ ったのが，１９９１年になると２％をこえ ，

１９９３年には２５％にまで上昇している。世界貿易の伸びは年率６～７％程度であるが，中国貿易

は年率約１５％と世界貿易の伸びを大きく上まわ っている。この中国貿易の急速な拡大から ，２１世

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８２）
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　　　第３表　中国の輸出依存度

　　　　　　　　　　　（単位）％

１５９

年　次 依存度

１９８３ ７． ５

１９８４ ８． ３

１９８５ ９． ５

１９８６ ユ１ ．２

１９８７ １３ ．Ｏ

１９８８ １２ ．６

１９８９ ユ２ ．２

１９９０ １６ ．６

１９９１ ユ８ ．６

１９９２ ユ８ ．５

（出所）『中国対外経済貿易年鑑」

紀の前半には，中国は世界最大の貿易国になるとの予測もたてられたのである。中国貿易は輸出 ，

輸入とも拡大しているが，輸入の伸びの方が輸出に比べて顕著になっ ている。中国の貿易は，第

４， ５表で明らかなように，輸出を増大するためには輸入も拡大しなけれはならない構造になっ

ている。とりわけ外資導入および合弁，合資などの三資企業の主流は輸出目当ての生産となっ て

おり ，その生産を拡大するためには海外からの部品 ・材料に依存せざるをえない状況があるから

である 。

　中国の輸出依存度を示したのが第３表である。中国は開放政策以前の貿易依存度は小さかった 。

１９７９年以前はむしろ封鎖体系のなかでの貿易であり ，先進資本主義諸国との貿易は，バーター取

引などの均衡化政策が採用され取り扱う商晶種類も少なかった。またアメリカなどとの貿易も

１９７０年以前には行われていない状況があ った。いわば中国は封鎖体系の中での経済建設を行 って

いたわけであり ，それだけ生産力水準の飛躍的発展は望めるものではなかったのである。したが

って開放政策以前の貿易は，世界市場に参加するというよりも ，封鎖体系の中で，自国経済の再

生産を維持するぎりぎりのものであり ，まして世界市場商品を扱うということも少なかったので

ある。１９６０年代初期までは旧ソ連などを対象として工業品の輸入，一次産品の輸出という内容で

あっ た。 また香港を先進資本主義諸国との貿易の窓口として，全面的な貿易開放化への道も確保

していくという施策が講じられたのもこの時期であ った。しかし「文化大革命」は，貿易を通じ

て経済建設を進めるという当時の発展途上諸国の運動とは全く異なり ，封鎖体系を一層強めてい

くということになっ た。 アメリカをはじめとした先進諸国は，発展途上諸国の分断化 ・差別化政

策を実施するために援助あるいは資本輸出，技術輸出なとを一部の発展途上諸国に行っていっ た。

その一部はアジァＮＩＥｓとして今日世界の成長センターとしての位置づけがなさるようになっ て

きたのである。この一部の発展途上諸国に発展施策が講じられたのと反対に，中国の「文化大革

命」は，経済発展の機会を韓国や台湾に比べると少なくとも２０年は遅らせることになっ たのであ

る。 アジアＮＩＥｓあるいはＡＳＥＡＮは世界市場に積極的に交わることによっ て経済発展を可能

にした。もちろんアジアＮＩＥｓやＡＳＥＡＮの経済は「自立的国民経済」を完全に形成している

のではなく ，急速な経済発展にともなっ て輸出産業と非輸出産業の分化，都市と農村の格差，富

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８３）



１６０ 立命館経済学（第４４巻 ・第６号）

　表４表　商晶別輸出推移 （単位）億ドル

原　材　料 工　業　品

総額Ａ１＋［Ｂ１ 原材料合計
［Ａｌ 食料 鉱物燃料 その他

工業品合計
［Ｂｌ

化学品
製品
繊維品
鋼他
機　械
雑貨 その他

１９８０ １８１ ．１９ ９１ ．１４ ２９ ．８５ ４２ ．８０ １８ ．４９ ９０ ．０５ １１ ．２０ ３９ ．９９ ８． ４３ ２８ ．３６ ２． ０７

１９８５ ２７３ ．５０ １３８ ．２８ ３８ ．０３ ７１ ．３２ ２８ ．９３ １３５ ．２２ １３ ．５８ ４４ ．９３ ７． ７２ ３４ ．８６ ３４ ．１３

ユ９９０ ６２０ ．９１ １５８ ．８６ ６６ ．０９ ５２ ．３７ ４０ ．４０ ４６２ ．０５ ３７ ．３０ １２５ ．７６ ５５ ．８８ １２６ ．９０ １１６ ．２５

１９９１ ７１８ ．４３ １６１ ．４５ ７２ ．２９ ４７ ．５４ ４１ ．６２ ５５６ ．９８ ３８ ．１８ １４４ ．５６ ７１ ．４９ １６６ ．２０ １３６ ．５５

１９９２ ８４９ ．４０ １６９ ．８９ ８３ ．２４ ４６ ．７２ ３９ ．９３ ６７９ ．５１ ４３ ．３２ １６１ ．３９ １３２ ．５０ ３４２ ．３０

１９９３ ９１７ ．６３ １６６ ．７５ ８４ ．０８ ４１ ．０９ ４１ ．５８ ７５０ ．８８ ４６ ．２４ １６３ ．９６ １５２ ．９０ ３８７ ．８０

（出所）『中国対外経済貿易年鑑』各年次より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　表５表　商品別輸入推移 （単位）億ドル

原　材　料 工　業　晶

総　額
Ａｌ＋［Ｂ１ 原材料合計

［Ａｌ
食　料
製晶
食料を
く原料
鉱物性
　料
その他
工業品合計
［Ｂ１
化学品
製品

繊維晶
ム・

鉄鋼他

機械

械他
雑　貨 その他

１９８０ ２００ ．１７ ６９ ．５９ ２９ ．２７ ３５ ．５４ ２． ０３ ２． ７５ １３０ ．５８ ２９ ．０９ ４１ ．５４ ５１ ．１９ ５． ４２ ３． ３４

１９８５ ４２２ ．５２ ５２ ．８９ １５ ．５３ ３２ ．３６ １． ７２ ３． ２８ ３６９ ．６３ ４４ ．６９ １１８ ．９８ １６２ ．３９ １９ ．０２ ２４ ．５５

１９９０ ５３３ ．４５ ９８ ．５３ ３３ ．３５ ４１ ．０７ １２ ．７２ １１ ．３９ ４３４ ．９２ ６６ ．４８ ８９ ．０６ １６８ ．４５ ２１ ．０３ ８９ ．９０

１９９１ ６３７ ．９１ １０８ ．３５ ２７ ．９９ ５０ ．０３ ２１ ．１４ ９． １９ ５２９ ．５６ ９２ ．７７ １０４ ．９２ １９６ ．０１ ２４ ．３９ １１１ ．４７

１９９２ ８０５ ．８５ １３２ ．１６ ３１ ．４３ ５８ ．０１ ３５ ．４６ ７． ２６ ６７３ ．６９ １１２ ．００ １９２ ．０６ ３１３ ．４８ ５５ ．６０ Ｏ． ５４

１９９３ １， ０３９ ．５０ １４２ ．１５ ２２ ．０８ ５４ ．４２ ５８ ．１８ ７． ４７ ８９７ ．３５ ９７ ．０８ ２８５ ．４５ ４４９ ．８７ ６４ ．９５

ｉ

（出所）上と同じ 。

裕層と貧困層の分化，人口の都市への過度の集中，資本 ・技術の先進国への依存なとの諸問題を

抱えていることは周知の事実である。しかし韓国に見られるように経済発展は，軍事独裁政権が

否定され「民主主義政権」の確立が図られる過程にある。いわは経済発展の過程は，「軍事独裁」

「開発独裁」を否定する大衆や政治勢力が誕生することにもつながっているし，独裁政権の維持

あるいは民主主義の否定はむしろ資本主義の発展の足かせになるということを示すものでもある 。

１９６０年代の中国は東南アジアの一部の地域に見られた経済発展の現実状況にも左右されずに，国

内の政治体制づくりが重要な課題としてあり ，その結果は東南アジア諸国 ・諸地域に比べて経済

発展においては大きな差が生じたのである。経済発展の遅れは，政治体制における非近代的な側

面も有することになる。本誌の董論文にも示されているように一部の官僚による腐敗 ・堕落とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
う現象も生じているし，大衆が「拝金主義」に陥っているということにも示されている。いわは

開放政策以前の中国は，近代的貿易システムを構築するまでに至らない管理貿易の状況であ った

ということであり ，それが中国の貿易依存度にも明確に示されているということである 。

　第４表および第５表は，中国の商品別輸出入状況を表している。中国の商品別輸出入を示す大

項目分類では，原材料，工業品となっ ており ，さらに原材料では食料と鉱物 ・燃料などに区分し ，

工業晶では化学晶と同製晶，繊維晶 ・鉄鋼などの製晶，機械 ・輸送機，雑貨，その他の分類とな

っている。この分類は，一次産品と工業品という分け方であり ，１９６０年代に先進諸国と発展途上

諸国との国際分業関係の状況を踏襲したものとなっ ている。『中国対外経済貿易統計年鑑』では ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８４）
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晶目別の輸出入数量 ・金額などが記されているが，地域別 ・国別統計は発表されていない。した

がっ てここでの分析は中国で発表されている基準にしたがって分析せざるをえない 。

　中国は，１９８０年代半ばまでは一次産晶の輸出が全輸出量の５０％以上を占めていた。工業晶輸出

が全輸出量の５０％を超えたのは１９８６年からである。一次産品の輸出では，食料は年々増大傾向を

示しているが，鉱物 ・燃料は１９８０年代後半をピークにして横這いないし減少しつつある。中国は

１９７０年代後半から１９８０年代まで原油輸出が最大の外貨獲得商品であ った。とくに１９７０年代末の第

二次石油シ ョッ クによっ て原油価格が大幅に上昇し，中国にとっ ては貿易収支黒字化要因となっ

た。 しかし１９８０年代後半になると原油価格は低下し，さらに中国国内においても石油需要が増大

するようになり ，主要輸出品からは後退することになる。食料の輸出は，中国での農業生産の増

大も反映しているが，さらに一部の農業地域で輸出作物への転換がはかられている状況があるか

らである。主たる輸出国は，香港，日本などであり ，これらの地域 ・国目当ての輸出作物の生産

が増大していることによっ ている。中国の農村部においても ，世界市場　国際分業関係に巻き込

まれていっ ていることを示すものであり ，また日本の商杜などを通じて輸出作物への転換が要請

されているという状況も示している 。

　１９８５年の輸出では，一次産品の比率は５０％であり ，そのうち石油が約２５％を占めていた。工業

製品では織物，糸類，および衣料などの繊維製品が約２０％の輸出比率であり ，その他は雑貨類が

約１３％といわゆる軽工業品輸出が主体であ った。工業品輸出は，１９９０年代に入ると飛躍的に増大

する 。１９９３年の工業品輸出は輸出総額の８０％を超え，いまや中国輸出の主流は工業品に転換した

のである。工業品の中で特に輸出の伸びが大きいのは，機械 ・輸送機械と雑貨類である。機械類

は１９８０年約８億ドルの輸出にすぎなかったのが，１９９３年には１５０億ドルを超えている。また雑貨

類は１９８０年２８億ドルであ ったのが，１９９３年は３８８億ドルと約１４倍もの高い伸びとなっ ている。繊

維品は機械，雑貨に比べて大きな伸ぴ率ではないが，中国輸出の王要製品であることに変わりは

ない。中国の輸出が近年大幅な増大傾向にあるのは，工業品輸出の増加にある。この工業品の輸

出先は，香港，日本，アメリカなどである。いわば中国の輸出構造だけ見れば，世界市場の網の

目の中に組み込まれてきたことを示している。中国の輸出構造は，日本，アメリカなどへの輸出

は低賃金を利用した繊維製品に代表される労働集約型産業製品と，多国籍企業を中心とした世界

的な生産展開の一部としての部品供給と ，２極に集約化されていく過程となっ ている 。

　こうした中国の輸出構造は，輸入構造にも同様の内容があらわれている。かつての中国の輸入

は， 中国の再生産を維持 ・拡大するための機械，原材料を主としていた。ところが生産力の発展

と貿易の拡大は，輸入商品構造にも大きな変化をもたらした。石油は輸出商品から輸入商品に変

わっ ていっ たということの他に，機械類，部晶輸入が増大し，輸入の約４４％を占めるようになっ

たことである 。１９９４年の輸入額は５１５億ドルで前年比１５ ．７％の伸びとなっ ている。このうちＡＶ

機器部品，ＯＡデータ処理関係部品の輸入は，それぞれ２４％，３０％と増大している。また繊維原

料の輸入額の伸びは，１９９４年は前年比９４．８％とほぼ倍増とな っている。この機械類，部品および

繊維原料の輸入の増大は，外資系企業の中国での生産開始に伴っての輸入という側面もあるが ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
中国の国内生産の拡大に伴って外国製品に依存せざるをえない状況も示している。たとえば衣料

製品の生産においては，中国製の原料を用いずにパキスタン，タイ ，ベトナムなどから輸入する

ことが行われている。中国は世界市場に接触する度合いが大きくなればなるほど，中国製の原料 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８５）
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表６表　中国の国別輸出推移

　　（単位）総額億ドル，国 ・１００万ドル 但し，ソ連は９２年よりロシア

総　　額 日　　本 香　　港 台　　湾 アメリカ ドイツ イギリス フランス ソ　　連

１９５０ ５． ５ ２１ １５５ ９５ ９ ３３ ２ １５３

１９５５ １４ ．１ ５８ １５５ ９ ４０ １０ ６７０

１９６０ １８ ．６ ０ １９８ ２０ ８２ １８ ８１９

１９６５ ２２ ．３ １９２ ４６２ ５９ １３６ ４９ ２２２

１９７０ ２２ ．６ ２２４ ６０４ ６９ １０４ ６３ ２３

１９７５ ７２ ．６ １， ４０３ １， ７１９ １２９ ２２０ ２４２ １４８ １５１

１９８０ １８２ ．７ ４， ０３２ ４， ６０４ ９８３ ７１１ ５６４ ３４１ ２２８

１９８５ ２７３ ．６ ６， １０９ ４， ７９７ ２， ３５２ ７３４ ３５４ ２２４ ９９６

１９９０ ６２０ ．９ ９， ０１１ ２６ ，６５０ ５， １７９ ２， ０３４ ６４３ ６４５ ２， ２３９

１９９１ ７１８ ．４ １０ ，２１９ ３２ ，１３７ ５９５ ６， １５９ ２， ３５６ ７２８ ７３３

１９９２ ８４９ ．７ １１ ，６７９ ３７ ，５１２ ６９４ ８， ５９４ ２， ４４８ ９２３ ７６４ ２， ３３６

１９９３ ９１７ ．６ １５ ，７７９ ２２ ，０６４ １， ４６２ １６ ，９６４ ３， ９６８ １， ９２９ １， ２９１ ２， ６９２

（出所）『中国統計年鑑』各年次より作成 。

　　　　　　　　　　　　　表７表　中国の国別輸入推移

　　　　　　　　　　　　　　　（単位）総額億ドル，国 ・１００万ドル 但し，ソ連は９２年よりロシア

総　　額 日　　本 香　　１巷 台　　１弩 アメリカ ドイ　ツ イギリス フランス ソ　　連

１９５０ ２５ ．８ ２６ １５５ １４３ １１ ３３ ４ １８５

１９５５ １７ ．３ ２５ １５５ １０ ４０ １４ １， １２０

１９６０ １９ ．５ ０ １９８ ９４ ８２ ４１ ８４５

１９６５ ２０ ．２ ２６２ ４６２ ６８ １３６ ７２ １８６

１９７０ ２３ ．３ ５８３ ６０４ ２０６ １０４ １１０ ２４

１９７５ ７４ ．９ ２， ３９２ １， ７１９ ３４２ ５９６ ２４２ ３５８ １４６

１９８０ １９５ ．５ ５， １６９ ４， ６０４ ３， ８３０ １， ３３３ ５６４ ３１５ ２６４

１９８５ ４２２ ．５ １５ ，０３５ ７， ２０６ ５， ０９０ ２， ４０７ ７４６ ７１３ ９８２

１９９０ ５３３ ．５ ７， ５８８ １４ ，２５８ ６， ５８８ ２， ９３７ １， ３８４ １， ６６３ ２， １４０

１９９１ ６３７ ．９ １０ ，０３２ １７ ，４６３ ３， ６３９ ８， ００８ ３， ０４９ ９４２ １， ５７２

１９９２ ８０５ ．９ １３ ，６８２ ２０ ，５３４ ５， ８６６ ８， ９０１ ４， ０１５ １， ０１４ １， ４９６ ３， ５２６

１９９３ １， ０３９ ．５ ２３ ，２５３ １０ ，４７３ １２ ，９３３ １０ ，６８８ ６， ０４０ １， ６６４ １， ６４５ ４， ９８７

（出所）上と同じ 。

部品では国際的競争力を維持できない側面も生じているし，また中国原料の一部には，依然とし

て生産数量のみを目標にして粗悪な製品も存在していることを示している。こうした状況から中

国に進出した外資系企業は，中国では労働力のみを調達し，原材料その他はアジア各地に求める

などという現象も生じている。その結果は，中国の原料生産の停滞も招くしまた原料輸入の拡大

ともなっ ている。多国籍企業を中心とした中国進出は，中国国内での再生産を原料から部品，製

品までの一貫した生産を中国国内で行おうとしているのではなく ，中国は世界市場のなかのあく

まで一国民経済 ・一生産拠点 ・一部晶供給地にすぎず，多国籍企業の世界大での生産連携の一部

としての位置づけしかないということでもある 。

　第６表，７表は中国の国別 ・地域別輸出入状況を示している。中国は１９７１年にアメリカとの国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８６）
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交が成立し，１９７２年国連に復帰して以来資本主義世界市場に参加することになっ たのである 。そ

れまでの中国貿易は香港を経由する形態かもしくは２国間貿易協定に基つく貿易なとに限定され

ていた。したがって貿易の規模はきわめて小さかったのである。中国のアメリカとの国交回復は ，

貿易額の飛躍的増大を望めるものであ った。このアメリカとの国交回復は，中国をして開放政策

への準備過程を与える契機ともなっ たのであり ，開放政策への追求は，国内改革を必要とする契

機ともなっ たのである。また国内政治状況は，文化革命が収束し国内経済の建て直しを行わなけ

れは，中国共産党政権の維持すら困難になる状況があ った。アメリカは中国を含めて中央指令的

経済諸国に対して市場開放政策 ・宥和政策を追求していくことがアメリカの市場拡大になり ，強

いては覇権を維持することを可能にすることでもあ った。すなわち強いアメリカの復活は，中国 ，

旧ソ連などとの協調政策を求めなければならない状況があ ったのである。こうしたアメリカの世

界市場支配政策と中国の国内政策の転換とが一致して，中国は開放政策への転換となっ た。 した

がっ て先進諸国の中国貿易の拡大は，１９７０年代になっ てからである。アメリカはいまや香港を除

けば中国の最大の輸出市場となっ ている。中国の輸出先は，アメリカ ，日本，ドイツの３カ国で

４０％の比重を占めており ，さらに香港を含めると中国の輸出の６４％となり ，数カ国に集中してい

ことをしめしている。こうした輸出が数カ国に集中していることは，中国の貿易はアメリカ ，日

本の市場向けの国際的競争力の高い製品特に繊維，雑貨なとの商品群と部品や下請的生産品群に

２極化されているかということが理解される。こうした輸出構造は，アメリカ ，日本という大市

場を持っていることから安定的生産を確保しうるように思われるが，しかしその反面両市場の景

気動向に支配される比率が高いということと ，輸入先の変更が行われるあるいは生産地の変更が

行われるという危険性も有していることになる。その意味では中国の輸出市場は，数カ国に集中

していることは，むしろ中国貿易の不安定性を示すものともいえるであろう 。

　中国は輸入においてもアメリカ，日本，香港，ドイツヘの集中度が高い。中国は１９９３年に輸入

額は１ ，０００億ドルを超えたが，このうち日本２３２億ドル，香港１０５億ドル，アメリカ１０７億ドル，ド

イッ６０億ドルでこの４カ国 ・地域で合計５０４億ドルに達する。ちなみに１９９４年の輸出額は４カ

国・ 地域で合計５８８億ドルである。中国の統計では香港，アメリカに対しては輸出超過，日本と

ドイツは輸入超過となっ ている 。また１９９４年の中国貿易は，輸出１ ，２１０億ドル，輸入１ ，１５６億ドル ，

合計，２ ，３６７億ドルの規模に達しており ，前年比２０．９％の大幅な伸びを記録している 。１９９４年の輸

出先は，香港，日本，アメリカ，ドイッを含むＥＵとなっ ており ，全体の７４％を占める。輸入

においては，日本，ＥＵ，台湾，アメリカ ，香港，韓国の順となっ ており ，これらの国 ・地域で

全体の７６％を占めている 。１９９０年代に入ってからの中国貿易は，１９８０年代後半の貿易構造と比べ

て相手国 ・地域の大きな変化が生じている。１９９０年代の貿易構造とくに国別 ・地域別構造の変化

は， 台湾の貿易額が急速に増大していることと ，韓国さらにはＡＳＥＡＮ地域との貿易が増大し

ていることである。台湾に関しては，１９９０年までは統計には表れてこなかったのであるが，１９９１

年から表示されるとともに急速に貿易の規模が拡大している。台湾との貿易は，大幅な輸入超過

となっ ているが，中国貿易は香港を経由地とした中継貿易の規模も大きく ，約２０％は香港を経由

して台湾からの実質的な輸入である。さらにまた中国貿易で特徴的なことは，外資系企業による

輸出入額が大きいことである。１９９４年の外資系企業による輸出入額は，全体の３７％を占め，前年

比３０．７％の増大となっ ている 。１９９４年の外資系企業の貿易は，合作企業輸出５３ ．６億ドル，輸入９２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８７）
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　表８表中国の外資導入 （単位）億ドル

総　　額 文寸タト借款 直接投資 その他外国投資

件　数 契約額 実質額 件　数 契約額 実質額 件　数 契約額 実質額 契約額 実質額

１９７９ －１９８２ ９４９ ２０５ ．４８ １２４ ．５７ ２７ １３５ ．４９ １０６ ．９０ ９２２ ６０ ．１０ １１ ．６６ ９． ８９ ６． ０１

１９８３ ５２２ ３４ ．３０ １９ ．８１ ５２ １５ ．１３ １０ ．６５ ４７０ １７ ．３２ ６． ３６ １． ８５ ２． ８０

１９８４ １， ８９４ ４７ ．９１ ２７ ．０５ ３８ １９ ．１６ １２ ．８６ １， ８５６ ２６ ．５１ １２ ．５８ ２． ２４ １． ６１

１９８５ ３， １４５ ９８ ．６７ ４６ ．４７ ７２ ３５ ．３４ ２６ ．８８ ３， ０７３ ５９ ．３２ １６ ．６１ ４． ０１ ２． ９８

１９８６ １， ５５１ １１７ ．３７ ７２ ．５８ ５３ ８４ ．０７ ５０ ．１４ １， ４９８ ２８ ．３４ １８ ．７４ ４． ９６ ３． ７０

１９８７ ２， ２８９ １２１ ．３６ ８４ ．５２ ５６ ７８ ．１７ ５８ ．０５ ２， ２３３ ３７ ．０９ ２３ ．１４ ６． １０ ３． ３３

１９８８ ６， ０６３ １６０ ．０４ １０２ ．２６ １１８ ９８ ．１３ ６４ ．８７ ５， ９４５ ５２ ．９７ ３１ ．９４ ８． ９４ ５． ４５

１９８９ ５， ９０９ １１４ ．７９ １００ ．５９ １３０ ５１ ．８５ ６２ ．８６ ５， ７７９ ５６ ．００ ３３ ．９２ ６． ９４ ３． ８１

１９９０ ７， ３７１ １２０ ．８６ １０２ ．８９ ９８ ５０ ．９９ ６５ ．３４ ７， ２７３ ６５ ．９６ ３４ ．８７ ３． ９１ ２． ６８

１９９１ １３ ，０８６ １９５ ．８３ １１５ ．５４ １０８ ７１ ．６１ ６８ ．８８ １２ ，９７８ １１９ ．７７ ４３ ．６６ ４． ４５ ３． ００

１９９２ ４８ ，８５８ ６９４ ．３９ １９２ ．０２ ９４ １０７ ．０３ ７９ ．１１ ４８ ，７６４ ５８１ ．２４ １１０ ．０７ ６． １２ ２． ８４

１９９３ ８３ ，５９５ １， ２３２ ．７３ ３８９ ．６０ １５８ １１３ ．０６ １１１ ．８９ ８３ ，４３７ １， １１４ ．３６ ２７５ ．１５ ５． ３１ ２． ５６

（出所）　『中国対外経済貿易年鑑』各年次より作成 。

億ドル，合資企業輸出１８０ ．７億ドル，輸入２９８．８億ドル，１００％外資企業輸出１１２ ．８億ドル，輸入

１３８．５億ドルとなっ ている。外資系企業の貿易動向から推定できることは，合作企業および合資

企業は，中国の国内市場を優先とした生産と輸出を目当てとした生産体制であり ，１００％外資系

企業は輸入品を加工して輸出することを目的とした生産体制と区分することができよう 。

　中国の貿易が飛躍的に拡大した要因の一つは，外資系企業の中国国内での生産増大にある。中

国の外資導入状況を示したのが第８表である。中国の外資導入は，開放政策以降急速に拡大する 。

とくに１９９０年代に入ってからの外資導入は，１９９２年には４８ ，８００件契約額６９４億ドル，実質投資額

は１９２億ドルに達し，さらに１９９３年は件数８万件を超え契約額も１ ，２３２億ドル，実質投資額も３８９

億ドルと過去最高を記録している。外資導入において特に顕著なのは直接投資の増大である 。

１９９１年に直接投資の契約額は１００億ドルを超えたのであるが，２年後の１９９３年には１ ，０００億ドルを

超えた。これほどまでに急速に直接投資が拡大した国は，かつて存在しなかったほど異例である 。

中国の直接投資は，香港，アメリカ，日本などが主たる投資国であるが，１９９０年代に入って急速

に拡大したのは，沿海地域をはじめとした各地域における積極的な外資導入政策が反映している 。

中国の経済発展は，発展できる地域すなわち沿海地域からはじめやがて内陸部への発展という計

画をもっ ている。中国の地方政府 ・各地域は，３ ，０００万ドルまでの外資導入は，中央政府の許可

を得なくても認可できるようになっ ている。そこで各地域は外資導入を積極的に展開する政策を

追求するようになっ たのである 。

　中国各地域の外資導入政策の一例としてたとえば蘇州市では，蘇州市新区を新たに設定し外資

導入 ・企業誘致を進める政策を採ってきている。同時に蘇州市市域に新たにシンカポールー蘇州

工業都市をつくり同じく外資導入 ・企業誘致を進めるという政策を展開している。蘇州市は同一

市域に外資導入 ・企業誘致を目的とした工業区を二つ作り ，両者を競合するという方法を採用し

ている。シンガポールー蘇州工業都市ではシンガポールの資本 ・企業を窓口にし，工業新区の方

は蘇州市の独自の方法で企業誘致をはかるという政策の相違はあるが，両者ともハイテク産業を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８８）
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主体とした工業地域の形成，国際金融センターの設立，大規模アミューズメント ・パーク ・リゾ

ート地の設立および大規模住宅団地形成という青写真を掲げている。蘇州市は同じ市域に建設す

る工業区でも両者を調整するということを行っていない。むしろ両者を競合することによっ て，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
工業区建設は成功するものとして政策化されている。こうした蘇州市の政策は，蘇州市のみが独

自に追求している政策ではない。江蘇省，断江省，広東省，山東省など多くの地域で展開されて

いる政策である。その意味では外資導入　企業誘致政策は，中央政府の管理下に置かれていると

いうよりも ，中央政府は各地域の無政府的な政策を管理できない状況になっ ているのではないか

と思われる。国家プロジェクトを除いた外資導入政策は，いわば各地域によっ て無秩序的に行わ

れている状況を蘇州市の政策は示すものである。中国の各地で工業新区，技術開発区などの新し

い工業立地建設が拡大している。こうした工業↓地はほとんと例外なく外資導入 ・企業誘致とな

っている 。

　１９９０年代にはいっ て中国各地域での工業立地建設が展開されてきているのは，上海市の浦東新

区での開発計画と外資導入実績が大きく影響している。浦東開発は，ハイテクエ業区，金融セン

ター アミューズメントパーク ，住宅地，新空港などの建設を予定し，２本の斜張橋大橋，テレ

ビ塔，大規模デパート ，大規模集合住宅などの建設はすでに終わ っている。いまや浦東開発は中

国各地における経済発展の象徴的存在とまでになっ ている。この浦東開発は，外資導入に依存し

たものであり ，１９８０年代に展開した経済特区と同様の開発方式である。ただし既存の経済特区と

異なっ ているのは，製造業主体とした経済開発ではなく ，流通，金融，観光，交通なとを含めた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
総合的な開発形態を採用していることである。したがって中国の各地域では浦東型の経済発展を

求めた政策を追求するということになる。その結果はどの地域も浦東型を目指すために，浦東と

同じような開発計画を掲げ各地域の特殊性を活かすまでに至っていないのが現状である。こうし

た各地域での開発計画は，急速な外資導入をもたらした要因となっ ているのである。同時に外資

導入の契約額は大きいが実質額は３分の１程度になっ ているというのは，外資は契約しても実際

に進出するのは，地域状況を見て一定の基般整備がなされてのちに行うというようになっ ている

からである。こうした状況は，たとえば道路，電力，用水などのインフラの整備が十分でなか っ

たり ，あるいは中央政府の外資導入政策の基本方向の変更が度々行われたり ，あるいは一部地域

での労賃の急速な上昇という事態も生じていることなどが反映しているのである 。

　中国の外資導入は，一部各地域での外資導入 ・企業誘致政策の反映でもあるが，同時にアジア

は世界の成長センターとして多国籍企業の海外展開の領域に巻き込まれてきているということで

もある。むしろ中国の外資導入政策の積極的展開は，多国籍企業進出の基盤形成の意味をもっ て

いるということもできる。自動車をめぐるアメリカ ，日本，ドイツ企業の中国市場の争奪戦は ，

今後の多国籍自動車企業の展開を左右するものともなっ ている。中国の国内自動車需要は現在は

個人所有が制限されており ，制限が緩和され個人所有が認められれば急速に拡大するであろう 。

それまでに中国国内で生産拠点を確保していれは，自動車企業は市場シェアを増大することが可

能になる。すでに生産拠点を確保し市場シェアも高いドイッＶＷ社は，上海工場の生産規模の

増大を計画しているし，また部品調達率も引き上げようとしている。日本企業もようやく本格的

に中国進出を目指す段階となっ てきている。多国籍企業の中国進出は，自動車のみならず家庭電

器， 電子情報機器産業，精密機器など種々な分野で行われまた計画されている。いわば中国市場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８９）
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は多国籍企業の生産領域として巻き込まれつつあることを示しているのである。多国籍企業の海

外進出は，先進諸国での市場拡大，発展途上諸国での低コスト生産という棲み分け的な目的を持

っておこなわれているのである。中国の場合は，低コスト生産が可能であるということから投資

国への逆輸出および第３国への輸出を目的とした生産部門と標準化された世界的な商品の中国市

場での販売という二つの目的を持って生産されている。中国は多国籍企業の世界的な生産体制に

巻き込まれれば巻き込まれるほど，輸出は増大し，また輸入も増大するということになる。さら

に多国籍企業の中国進出は，外資導入の規模をますます大きくすることになる。こうした多国籍

企業の中国進出すなわち中国市場が多国籍企業による世界的生産体制の網の目に組み込まれてい

く過程が，中国の貿易，外資導入などの状況に表れているのであり ，同時に為替政策においても

切り下げなどの措置を講じることにより多国籍企業の進出を促す政策を採らざるをえなくなっ て

いることを示しているのである 。

　中国における多国籍企業の進出は，沿海地域を中心にして行われている 。３ ，０００万ドルまでの

外資導入は，地方政府 ・各地域で決定できるがそれ以上は中央政府の認可を必要とする。したが

って多国籍企業は，形式上は中央政府の意を汲んだ形態での投資ということになり ，その限りで

は中央政府は国民経済的視点から外資導入を選択することになろう 。多国籍企業の進出は，形式

的には多国籍企業の世界戦略とは必ずしも一致しない側面も生じてくることになる。しかし現実

に多国籍企業は中央政府の意向に添って中国進出をはかっているわけではなく ，むしろ中央政府

の側が多国籍企業の進出を促すような政策を採らざるをえないのが実状であろう 。３ ，０００万ドル

以下の外資に関しては，多国籍企業の進出というよりもむしろ中小資本の中国進出を促す内容を

もっ ている。したがって中規模投資に関しては，欧米企業または日本企業というよりも華僑 ・華

人資本が先進国資本の狭問をぬって中国に進出しているのである。これら華僑 ・華人資本の一部

は， 先進国資本とは異なっ た進出形態をとっ ており ，いわゆる近代的な資本形態とは異なっ た独

自の戦略を採っている。また日本資本の中国進出は近年大幅に拡大しているが，その一部分は在

日華僑 ・華人資本の投資も含まれている。別の表現をすればこうした華僑 ・華人資本の中国進出

は， 大型外資導入の道筋を形成し，市場経済化を一層促進しているという側面もあるであろう 。

こうした状況は，中国での市場経済化が欧米資本主義とは異なっ た形態で行われている一つの側

面を示していることになる 。

　　２）董輔初「中国社会主義市場体制に関する諸問題」『立命館経済学』本号所収。

　　３）１９９４年の統計数字は『日中経済交流　１９９４年』日中経済協会，１９９５年によっ ている 。

　　４）蘇州新区（高加工新技術産業開発区）管理委員会，蘇州工業都市投資実業有限公司，資料，１９９４年

　　　版による 。

　　５）浦東新区における重占開発プランによれは，金融貿易区，輸出加工区，保税区，ハイテクソーンの

　　　４つを整備することになっ ている（「上海浦東新区の投資環境と発展の見通し」上海市浦東新区管理

　　　委員会弁公室，資料，１９９４年版）。

４． 中国経済の国際経済関係との諸問題

本稿は，中国の経済発展の状況を国際的な経済関係特に外国貿易状況と外資導入状況の側面か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９０）
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ら分析してきた。これまでの分析は多国籍企業の活動を中心にして中国経済が世界経済の運動の

中に組み込まれていることを明らかにした。さらに中国経済をめぐる問題は，第１に，中国経済

は現代世界経済の中でどのような位置を占めているか，第２に，中国経済は世界経済の生産体制

の網の目の中に組み込まれることから生じる問題とは何か，第３に，１９６０年代とは異なっ た発展

途上諸国の経済発展の方向性の中で中国はとのように位置づけられるのか，第４に，資本王義生

産体制への移行は，中国国内経済にどのような課題を提起しているのか，などがあるだろう 。そ

こで本節は，世界経済体制に組み込まれる過程にある中国経済のいくつかの問題を列挙し，今後

の検討課題とする 。

　第１は，１９７０年代後半から世界経済は構造変化の過程に入 っており ，その限りでは中国も世界

経済の運動の中に取り込まれていると考えることができる。この世界経済の運動の主体は多国籍

企業として捉えるとするならば，中国の市場経済化の促進の主体も多国籍企業として位置づける

ことができよう 。中国の１９７９年以降の開放政策は多国籍企業の受け入れのための基盤整備であり ，

そのための国内政治 ・経済体制の強化が中央政府の課題として登場したのであ った。世界経済の

枠組みの中に積極的に参加するためには，国内の基盤整備を必要とするが，その基盤整備は世界

貿易体制 ・国際金融市場体制に巻き込まれたのか，あるいは積極的に参加していく条件を形成し

ていっ たのか，という両面をもっ ているであろう 。世界経済体制に積極的に参加していかなけれ

はならなかった国内要因は何かを明らかにすることは「中央指令的経済体制」の問題点もまた明

確になるであろう 。

　第２は，中国の開放政策 ・市場経済化は多国籍企業によっ て促されているのではないかという

ことが本論文での主旨であるが，それでは中国市場は先進国資本にとっ てそれほど期待できる巨

大市場であり ，先進国資本にとっ ての２０世紀最後の市場として位置づけられているのかどうかと

いうことである。むしろ世界経済の構造変化の過程は，多国籍企業を中心に過剰資本の存在，過

剰投資の存在，ＥＵ ・ＮＡＦＴＡなどの経済統合の進展に伴う市場拡大の制限が表面化したこと ，

発展途上諸国での経済的困難の一層の拡大，新規技術の開発の困難性などの諸要因が重なっ てお

り， 先進国は中国市場へ向かわざるをえない状況を創り出しているのではないか。したがって中

国市場は，将来的にも拡大の可能性をもっ ているのか，そうでないのかという中国市場に対する

過大評価の側面と過小評価の側面を改めて検討することが必要であろう 。

　第３は，中国の生産構造とアシァとりわけＡＳＥＡＮとの国際分業の関係をとのように位置づ

けるかの問題である。中国は多国籍企業の世界経済体制の網の目の中に組み込まれているとする

と， 中国の生産体制 ・経済構造は，中国独自で設立できるわけではない。多国籍企業の世界戦略

のなかの一地域として中国も位置つけられるのであるから，経済構造は当然多国籍企業の国際分

業体制に似せられて形成せさるをえなくなっ ていく 。またアシア地域との国際的分業関係も推進

していかなければならなくなっ ていくであろう 。中国はアジアとの分業を推進していくことがよ

り急速な経済発展を可能にすることになろう 。その過程の中で華僑 ・華人資本はどのような方向

を辿るのかということも重要な問題として存在しよう 。中国はアジアとのｒ連帯」を中国の経済

発展の必要性から生じている側面が強く ，それがＡＰＥＣなどの会議にも反映されているように

みえる 。

　第４は，沿海地域の発展と内陸部の経済的格差問題。中国の経済発展の過程は，多くの先進国
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が経験したと同じように，工業と農業，先端産業と素材 ・労働集約的産業，大都市と周辺都市 ・

都市と農村などの経済的格差の拡大をもたらした。こうした現象は，今後も継続していく過程に

あり ，経済発展の結呆において克服されるものとするのか，あるいは経済的格差を活用すること

によっ て， より資本主義的市場形成を促進することにつながっていくのか。また輸出産業と非輸

出産業，競争力のある産業と弱い産業，保護を必要とする産業と外国市場へ進出しうる産業，技

術集約産業と労働集約産業などこうした産業間の格差問題をどのように解決していくかというこ

とである 。

　第５は，中国のいままで開発してきた技術は，国際的競争関係からは相対的にかけ離れている

ものである。したがって中国の経済発展には外国技術に依存せざるをえない状況がある。まして

多国籍企業の分業体制に組み込まれることは既存の技術を活用することはできなくなる。「自立

的」国氏経済形成を経験した先進諸国においても，初期の段階では外国資本 ・技術に依存する場

合が多かった。中国の場合は１９７９年の開放以降その依存度は急速に増大している。こうした中国

の外資 ・外国技術依存の状況は，韓国も経験していることである。韓国は生産力の一定の発展段

階までは外資あるいは外国技術に依存していても，生産力の発展に伴って外国企業と競合関係に

なり ，外国技術を導入しにくくなっ ていくし，また「民族資本」の台頭は自立的な国民経済形成

をめさして自らの資本 ・技術の蓄積 ・開発を促していく過程ともなっ ている。中国の経済発展は

韓国型に近づくことが可能であるのかとうか。さらに外国技術依存から脱皮していく方向性を確

立しえるのかどうかということ 。

　第６は，中国は多国籍企業の世界体制の中に組み込まれることによっ て先進国資本の「下請け

的生産」という性格を強くすることになろうが，それは中国が多国籍企業の生産体制に組み込ま

れていく過程であると位置づけるならば，中国の生産体制はアメリカ，日本との分業体制あるい

はアジアとの分業体制との共存をはからなけれはならないことを意味してし，先進諸国の多国籍

企業の資本，技術あるいは市場に依存していくことになる。そうなると中国の経済建設は，いわ

ゆる「自立的」国民経済体制形成をめざすということよりも ，先進国あるいはアジアとの共存政

策を追求していかなけれはならなくなるであろう 。その場合中国は，資本主義の確立ということ

を中心とした経済改革を一層進めるということになるのかどうかとい’うことである 。

　第７は，中国の開放政策は外資系企業の誘致政策といっ てもよい状況を示している。外資系企

業の生産増大は，中国の外国貿易にも反映している。外資系企業の生産は輸出志向であり ，それ

は同時に輸入を促進するということになっ ている。中国の経済発展は外資系企業を中心にして国

際的経済関係を一層進化しているのであるが，その結果は，外資系企業と非外資系企業との経済

的格差 ・生産力格差 ・技術格差などを増大する傾向をもっ ている。したがって国営企業も郷鎮企

業も外国企業との合弁あるいは資本投下を望んでいる。外資との合弁を達成するためには，経営

を黒字基調にしなけれはならない。そのためには輸出企業になることであり ，外国技術を導入し

なければならないのであり ，過剰な労働力を処理しなければならないのである。国営企業，郷鎮

企業で大規模なリストラクチ ュアリング，過剰労働力の処理を行った企業は，外資導入に成功し

ている場合も出てきている。そうなると多くの企業で，いわゆる合理化を推進していくことにな

るが，過剰労働力をどのように救済していくことか，あるいは農村における過剰労働力の処理を

どのようにおこなっ ていくのか。こうした労働力過剰 ・雇用問題は，中国市場の大きさを規定す
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ることになる重要な問題でもある 。

　第８は，日本への資金需要とりわけＯＤＡ関係の依存は，借款の返済の困難性を含め，日本へ

の貿易，資本，技術依存を強めていくことにつながっていくのであろうか。また日本円の対アメ

リカドル相場の上昇は，中国が輸出においてドル建てで行っていくかぎりにおいては，返済の負

担を大きくする。また円建て輸出あるいは円建て輸入を追求していけば，中国は日本円の勢力範

囲に巻き込まれていくということになり ，そのことはアメリカと日本企業の中国市場での競争関

係を強めていくことにもなる。こうした中国市場をめくる日本とアメリカの関係は，中国の上記

の経済的問題を一層深刻化する要因にもなっ ていくことになるのかどうか 。

　以上中国経済のもつ問題点を国際的経済関係を中心に整理してみた。このほか中国経済は，沿

海地域と内陸部との経済格差の問題，輸出企業と非輸出企業，技術集約型企業と労働集約型企業 ，

工業と農業 ・林業 ・水産業なととの発展格差の問題，産業基盤整備の遅れの問題，人口問題，環

境問題など多くの経済的困難を抱えている。これらの問題は経済発展の過程の中で克服されてい

く側面と問題を大きくしていく側面と両面をもっ ている。いずれにせよ中国の経済発展の過程は ，

旧ソ連，東欧諸国，南アジア，アフリカなどの発展途上諸国の経済発展の一つの型を提起するこ

とになろう 。中国の経済発展の過程は，その限りでは２０世紀から２１世紀にかけての資本主義の今

後の動向を探る上での問題点をすべて提示することになる 。

　（追記）本稿は ，１９９４．５年度立命館大学人文科学研究所地域研究室研究プロジェクト「海外比較研究会

（研究代表　１９９４年度岩田 ・１９９５年度横山）」および１９９４．５年度立命館大学国際学術共同研究「日中経済関

係の構造的研究（研究代表　松野昭二）」による研究成果の一部である 。
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